
２.事業の概要

■ □ □ □

直接事業費 (a)

(b)

Ｈ 25

①

②

①

②

①

② 全戸・窓口配布

成果指標
（達成度等）

配布数 部 全戸・窓口配布 全戸・窓口配布 全戸・窓口配布

配布数 部 全戸・窓口配布 全戸・窓口配布

（活動量） がん検診等案内作成 部 13,000部 13,000部 13,000部

活動指標 健康カレンダー作成 部 13,000部 13,000部 13,000部

(対象者数等） 町民（4/1現在の人口） 世帯数 12,503 12,582 12,641

対象指標 町民（4/1現在の人口） 世帯数 12,503 12,582 12,641

３.指標値の推移

各種指標の実績と見込み、目標
単位

平成23年度
（実績値）

平成24年度
（実績値）

平成25年度
（見込み又は計画値）

（ 指 標 名 ）

総事業費 (a)+(b) 千円 689 492 2,044

事業費内訳
旅費：46千円 燃料費：122千円 印刷製本費：190千円
自動車保険代等：180千円 各種団体への負担金：55千円

年度

事
業
費

千円

職員人数（概算職員数） 人 0.22

人 件 費 計 千円 1,348

その他 千円

一般財源 千円 689 492 696

県支出金 千円

起債 千円

689 492 696

国庫支出金 千円

執行体制 町職員実施 一部委託あり 全部委託 その他

単位
平成23年度
（決算）

平成24年度
（決算見込）

平成25年度
（予算）

対象
(誰を・何を)

全町民

内容
保健事業に関係する会議、研修会への職員の派遣、公用車の維持管理、町村保健衛生連絡協議会他各

種団体への負担金の支出、事業の周知・啓発のための「おおいそ健康カレンダー・がん検診等案内」の
作成及び全戸配布

根拠法令・条例等 母子保健法、健康増進法、がん対策基本法

行革大綱実施計画事業
（細目コード・事業名） － 事業開始年度 －

目的
（何のために）

保健事業全般を円滑に行うため及び周知・啓発を行うため

事業名 保健衛生総務運営事業 担当課・係名
スポーツ健康課

健康増進係

総合計画実施計画事業
（認定番号・事業名） － 事 業 番 号 1

平成 25 年度事務事業評価シート 第２号様式

１.評価対象事務事業 シート作成日 平成25年7月17日



４.事務事業の評価

■ □ □ □

□ ■ □ □

□ ■ □ □

□ ■ □ □

■ □ □ □

■ Ａ

□ Ｂ

□ Ｃ

□ Ｄ

６.平成26年度事業への取組み状況（改善内容等）

① 改革・改善への取り組み

町民への周知・啓発を行うために携帯電話の情報発信サイトを活用するとともに、全戸配布している各種印刷物につい
ては、広告掲載希望事業者（団体）等を募り、経費削減に繋げる取組みを検討する。

② 平成26年度に着手する事項

町民への周知・啓発を行うため、携帯電話の情報発信サイト活用のための準備をスタートさせる。

③ その他（課題、調整事項等）

事業の抜本的な見直しが必要

事業継続の必要性が低い（休止・廃止）

５.改革・改善の方向性 （平成 26 年度以降）

図られていない 図る余地は無い その他

理
由

印刷製本費を抑えるために原稿の校正を担当で作成しているほか、専門書の定期購読を中止し、
インターネット等を活用して情報を収集することとした。

担当課による

評価

妥当性、成果、効率性はおおむね良いが、改善の余地がある 評価理由

事業の一部見直しが必要 概ね妥当と思われるが、保健事
業の案内については、全戸配布以
外の方法も併せて周知、啓発を進
める必要がある。

効
率
性

・コストに
対して効率
的か

効率的 おおむね効率的 非効率 その他

理
由

「おおいそ健康カレンダー」等は、各世代に合った各種健（検）診・教室の実施・開催などの健
康情報を記載した印刷物であるので、全戸配布は妥当と考えられる。

・コストの
削減等を
図ったか

図った

成
果

・意図した
成果が得ら
れている
か。

得られている おおむね得られている 得られていない その他

理
由

各種健(検)診や教室への参加申込みが、概ね周知した方法で行われている。

町が実施・開催する各種保健事業の周知・啓発を行うための支出であると考える。

・実施手段
は妥当か

妥当 おおむね妥当 改善の必要あり その他

理
由

町民への周知・啓発を行うために各種印刷物を作成し、全戸配布するほか、町HPなども活用して
いるが、他の方法・手段についても検討する必要はあると考える。

妥
当
性

・実施主体
は妥当か

妥当 おおむね妥当 変更の必要あり その他

理
由

おおいそ健康カレンダーは、引き続き全戸配布するが、広告掲載など経費削減について検討する。
町民へ保健事業を周知する方法として、健康カレンダー以外に携帯電話のメール配信などについても準備を進める。


